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第１章 計画策定の基本的な考え方 

１ 計画策定の背景と目的 

近年の農業を取り巻く環境は大きく変化しており、農業従事者の高齢化、担い手の減少や後継者不足、

耕作放棄地の増加など数多くの課題があります。その一方で、農業が担う重要な役割である農産物の供

給のほか、環境の保全や防災機能、緑地による景観の創出など、農業・農地の有する多面的機能の重要

性が認識されてきております。 

国においては、令和２年(２０２０年)に「新たな食料・農業・農村基本計画」が策定され、人口減少が本格

化する社会の中で、食料・農業・農村の持続性を高めながら、農業の成長産業化を進める「産業政策」と、

多面的機能の発揮を図る「地域政策」を両輪として進めることを、基本的な考え方としました。 

また、平成２７年(２０１５年)に「都市農業振興基本法」が成立し、翌年には「都市農業振興基本計画」が

策定されました。この基本計画では都市農地の位置づけが、これまでの「宅地化すべきもの」から都市に

「あるべきもの」へと大きく転換されました。さらに、平成３０年(２０１８年)には、「都市農地の貸借の円滑

化に関する法律」が施行され、生産緑地*の貸借の円滑化が図られるなど、都市農地の保全に向けた制度

改正が進められています。こういった動向のなかで、越谷市においても都市農業の役割を見直し、引き続

き持続可能な農業を推進していくことが望まれています。 

越谷市では、平成１５年(２００３年)に「市民との協働による越谷農業の展開」を基本理念とする「越谷

市都市農業推進基本計画」を策定しました。その後、平成２３年度(２０１１年度)には「第２次越谷市都市農

業推進基本計画」を策定し、基本理念「持続的に農業が行われる環境づくり」をもとに、農業経営の安定

化、農地の保全・有効活用、農業経営を担う人材の育成、市民理解の向上の４つの基本方針を定め、その

推進を図ってきました。また、平成２７年度(２０１５年度)には、前期５年間の進捗状況や社会状況を反映

し、後期５年間の推進事業の実効性を向上させるため同計画の「中間見直し」を行いました。 

今回、「第２次越谷市都市農業推進基本計画」が令和２年度(２０２０年度)に終了することから、越谷市

の農業の特性を活かしたさらなる農業施策を計画的に推進するため、令和３年度(２０２１年度)から令和

１２年度(２０３０年度)を計画期間とする「第３次越谷市都市農業推進基本計画」を策定します。  

 

* 生産緑地：市街化区域内の農地について、良好な都市環境を確保し計画的な保全を図るため都市計画で決定した土地で、

開発行為等が制限される 
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～新たな食料・農業・農村基本計画～ 
「新たな食料・農業・農村基本計画」では、施策推進の基本的な視点として、これまで位置づけられて

いたものに加え、近年の動向から「スマート農業の加速化と農業のデジタルトランスフォーメーション

の推進」、「災害や家畜疾病等、気候変動といった農業の持続性を脅かすリスクへの対応強化」、 

「SDGｓを契機とした持続可能な取り組みを後押しする施策」などがあげられています。 

(食料自給率目標) 

カロリーベース：３７%(平成３０年/２０１８年) 

→４５%(令和１２年/２０３０年) 

生産額ベース ：６６%(平成３０年/２０１８年) 

→７５%(令和１２年/２０３０年) 

(食料国産率目標) 

カロリーベース：４６%(平成３０年/２０１８年) 

→５３%(令和１２年/２０３０年) 

生産額ベース ：６９%(平成３０年/２０１８年) 

→７９%(令和１２年/２０３０年) 

２ 計画の位置づけ・計画の期間 

(１)計画の位置づけ 

本計画は、「第５次越谷市総合振興計画」の部門計画として位置づけられ、また、将来の都市農業の施

策の方向性をより具体的に示すものであり、農業を通じたまちづくりの展開により、将来都市像である

「水と緑と太陽に恵まれたみんなが活躍する安全・安心・共生都市」の実現を目指すものです。また、「都

市農業振興基本法」に規定する都市農業の振興に関する計画（地方計画）に位置づけることとします。 

(２)計画の期間 

本計画は、令和３年度（２０２１年度）から令和１２年度(２０３０年度)までを計画期間としています。なお、

社会情勢等を注視しながら、計画の進捗状況を点検・評価し、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

  

～都市農業振興基本計画と関連する法制度の改正～ 
■都市緑地法等の一部を改正する法律 

近年、都市内の農地が、身近に自然に親しめる空間として評価が高まっています。様々な役割を担

っている都市の緑空間を、民間の知恵や活力をできる限り活かしながら保全・活用していくために都

市緑地法等の一部を改正する法律及び関係政省令が、平成２９年（２０１７年）６月１５日に施行されま

した。都市農地の保存・活用として、「生産緑地地区の面積要件の引下げ」や「生産緑地地区における

建築規制の緩和」、「特定生産緑地制度の創設」、「田園住居地域の創設」等といった生産緑地法等の改

正も行われました。 

■都市農地の貸借の円滑化に関する法律 

都市農地(生産緑地地区の区域内の農地)について、農地所有者以外の者であっても、意欲ある都

市農業者等によって有効に活用することができるよう、都市農地の貸借の円滑化のための措置を法

制度として整備しています。 

具体的には、２つの貸借の仕組みで構成され、１つは、生産緑地を借りる者が自ら農業経営すること

を目的に貸借する仕組みであり、もう１つは、市民農園等の開設のために、区市町村、農地所有者、開

設者となる企業等の三者の貸付協定に基づき、農地所有者と企業等の直接の貸借契約による都市農

地の貸借の円滑化であり、都市農地を借りる者が、市民農園など公益目的で生産緑地を貸借する仕

組みです。 

イメージ図➡ 
国産飼料のみで生産可能
な部分を厳密に評価でき
るので、飼料も含めて、本
当に自給できるのかがわ
かります。 

イメージ図 
飼料が国産または輸入に
かかわらず、畜産業の活動
を反映し、国内生産の状況
を評価するので、日本の畜
産業の力がわかります。 

 ➡ 
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３ 第２次越谷市都市農業推進基本計画の成果 
方針 中項目 H２３/２０１１年 H２４/２０１２年 H２５/２０１３年 H２６/２０１４年 H２７/２０１５年 

(

方
針
１)

 

首
都
近
郊
と
い
う
地
理
的
優
位
性
を
活
か
し
た
都
市
農
業

の
展
開
を
支
援
す
る 

地産地消の推進 

     

産地形成の促進 

     

高付加価値農業

経営の支援 

     

(

方
針
２)

 

豊
か
な
実
り
を
生
む
農
業
の
基
盤
を
整
え
る 

優良農地の 

保全・有効活用 

     

農業生産基盤 

などの整備 

     

(
方
針
３)

 
持
続
的
に
農
業
経
営
を

担
う
人
材
を
育
成
す
る 

担い手の確保・

育成 

     
(

方
針
４)

 

市
民
が
農
業
を
支
え
る
仕
組
み

を
つ
く
る 

市民理解の向上 

     

  

◆地産地消推進事業 

フェア 
  

 

◆農産物生産奨励事業 

  

◆農業環境衛生改善事業

◆高収益農業推進事業 

  

◆農業技術研究事業

越谷いちご 

タウン開園 

◆農地利用集積事業 

   

大吉・向畑地区 

基盤整備 

大吉・向畑地区 

(８.８ha) 

 

◆農道整備事業 

    

◆各種農業関係イベント

◆農業・農村支援ネットワークづくり事業 

 

 

◆農業体験支援事業 

    

◆農商工連携事業 

◆かんがい排水整備事業 

     

来園者数 

２８,１９７人 

◆越谷市特別認定農業者補助制度創設 

 

 
  

 

◆都市型農業経営 ◆都市型農業経営者育成支援事業 

 

新方地区 
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H２８/２０１６年 H２９/２０１７年 H３０/２０１８年 H３１・R１/２０１９年 R２/２０２０年 主な成果 

     ■学校給食での越谷産米使用量 
H２３：１７０ｔ(５９%) 
R１  ：２４９ｔ(９６%) 

■学校給食での地場農産物取扱
品目数 
H２３：１2 品目、R１：１４品目 

     ■くわい・太郎兵衛もちの生産・消
費拡大への支援 

■地場農産物の産地育成に対す
る支援 

■越谷ねぎ匠の会の設立・支援を
開始 

     ■市内観光農園の面積 
H２３：１６,７６１㎡ 
R１  ：３７,５９４㎡ 

■越谷いちごタウン来園者数実績 
H２７：２８,１９７人 
R１  ：３２,４１８人 

     

■農業振興地域整備計画全体見
直しにより保全すべき優良農地
の明確化(約４４４ｈａ) 

■農地利用集積地域数･面積 
４地区・６3.6ｈａ 

     
■農道整備事業工事・用地取得 
・工事Ｌ=2,700.5m（R１までの実績） 
■かんがい排水整備事業工事 
・農業用用排水路 L=8,751.９m 
・緑道工事 L=５６５m 
（R1 までの実績） 

     

■いちご栽培の担い手が７名誕生 
■特別認定農業者の農業用機械

購入を支援 
■ねぎ栽培の担い手が３名誕生 
■くわい栽培の後継者が１名誕生 

     

■農用地区域を有する６地区(荻

島地区、大袋地区、新方地区、増

林地区、出羽地区、大相模地区)

にて農業を介した地域活動に対

する支援 

■シンポジウムの開催 

■１４小中学校で学校農園の活用

支援 

◆六次産業化推進事業 

船渡地区(第２期) 

測量 

船渡地区(第２期) 

設計・基盤整備(６.４ha) 

◆地場農産物利用促進事業 

 

来園者数 

３１,１６２人 

来園者数 

３４,６３５人 

来園者数 

３１,８９１人 

来園者数 

３２,４１８人 

来園者数 

8,177 人（令和３年２月末現在） 

レシピコンテスト 

応募 １０３作品 

レシピ（冷凍いちご） 

考案 １２作品 

レシピコンテスト 

応募 ９９作品 

台風被害を受けた 

経営体に対する助成 

台風被害を受けた 

経営体に対する助成 

 

       

安定化支援事業 

 ◆新規就農・農業後継者育成支援事業 

工事 L=1,521.4ｍ 

工事 L=1,286ｍ 

 

工事 L=1,879.3ｍ 工事 L=465ｍ 工事＝2,046ｍ（予定） 

新たな研修事業を開始（水稲） 

工事 L=1,521.4ｍ 
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第２章 農業と食をめぐる社会動向と国の施策の方向性 
 

１ 農業経営について 

①多発する自然災害への対応 

平成３０年(２０１８年)の７月豪雨や令和元年(２０１９年)の台風第１５号及び第１９号等において、農地

の浸水、樹園地の崩壊、ため池の決壊等の甚大な被害が発生しました。また、平成３０年(２０１８年)の北

海道胆振
い ぶ り

東部地震では農地への土砂堆積や停電による生乳の廃棄、物流の停滞などの被害が発生しま

した。 

国民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靱化は、一層重要性が増しており、喫緊の課題となってい

ます。そのための取り組みとして、農業水利施設の長寿命化及び耐震化対策や、耐候性ハウス等の導入

支援が進められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②スマート農業の推進 

農業者の急激な減少による労働力不足が深刻化する一方、グローバルな食市場は急速に拡大しており、

農業を活力ある産業へ成長させることが求められています。そのため、生産性の向上や規模拡大、作物 

の品質向上、新規就農者等への技術の継承など、高度な農業経営を実現するスマート農業技術の開発・

普及が取り組まれています。  

スマート農業技術の例(水田作) 
資料：農林水産省 

資料：農林水産省 
注：令和２年（２０２０年）４月末時点 

過去１０年の農林水産関係被害額 
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③新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな危機等への対応 

令和２年(２０２０年)に発生し、世界的に被害が拡大した新型コロナウイルス感染症とそれに伴う経済

の悪化により、国内の第一次産業も需要減少や人手不足等の課題に直面しています。また、様々な国で

農産物の輸出が規制されたことに加え、従来からの世界の人口増加等による食料需要の増大や、異常気

象による生産減少により、世界の食料貿易にも影響が生じています。国際的な協力の必要性と同時に、

国内の生産基盤の強化を求める動きが強まっています。 

令和２年（２０２０年）現在、国は新型コロナウイルス感染症の影響を受ける農業者への支援策として、

経営継続補助金の創設を始め、休業等により発生する未利用食品有効活用を図るためのフードバンクへ

の提供などを打ち出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④農林水産物・食品の輸出増加 

国の農業総産出額は、ピークであった昭和５９年(１９８４年)から減少傾向が続いてきましたが、近年増

加傾向にあり、畜産の割合が最も大きく３５.５％、次いで野菜が２５.６％、米が１９.２％となっています。 

また、農林水産物・食品の輸出額は、過去最高を更新し、令和１２年(２０３０年)の５兆円目標達成に向

けた取り組みが推進されております。増加率が大きい品目は、鶏卵、さつまいも、いちごがあげられます。

輸出金額が多い国・地域は、香港、中国、米国であり、特に中国向け輸出額が大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

  

農産物・食品の輸出に関する最近の主な動き 

資料：農林水産省 
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⑤規格・認証・知的財産の活用 

流通の広域化や国際化が進む中で、海外の商品との競争力維持や差別化、ブランド力の向上のために

は、客観的な規格・認証制度や知的財産権の取得等により、自らの商品価値を証明し、守っていく必要が

あります。 

国では、以前よりＪＡＳ(日本農林規格)や品種登録制度等が整備され、近年の状況に合わせて制度の改

善が図られています。また、近年普及が進められているＧＡＰ(農業生産工程管理)やＨＡＣＣＰ(危害要因

分析・重要管理点)、平成２７年(２０１５年)に開始された地理的表示(GI)保護制度を含めた規格・認証制

度や知的財産制度を適切に活用することにより、農林水産物・食品の信頼性や価値の維持・向上を図り、

国際市場における競争力を強化していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要開拓 

６次産業化等の取り組みは、これまでも進められてきたところですが、近年はその質の向上と拡大に

向けた戦略的推進(バリューチェーン*の構築、各段階でのイノベーション*、農観連携*やバイオマス*、再生

可能エネルギー*の生産、医福食農連携*)や競争力の強化(新たな市場を創出、食品流通の効率化や高度

化、生産性向上、環境問題等の社会的な課題への対応)が求められるようになってきています。  

 

* バリューチェーン：原料の段階から製品やサービスに至るプロセスで価値が付加されていくつながりのこと 

* イノベーション：モノや仕組み、サービス、組織、ビジネスモデルなどに新たな考え方や技術を取り入れて新たな価値を生み

出し、社会にインパクトのある革新や刷新、変革をもたらすこと 

* 農観連携：農林漁業分野と観光分野とが連携し、農山漁村の魅力と観光需要を結びつける取り組みのこと 

* バイオマス：動植物から生まれた、再利用可能な有機性の資源のこと 

* 再生可能エネルギー：太陽光や風力、地熱といった「枯渇しない」「どこにでも存在する」「CO２を排出しない(増加させな

い)」特徴を持つエネルギーの総称をいう 

* 医福食農連携：機能性食品や介護食品の開発・普及、薬用作物の国内生産拡大、障がい者等の就労支援など医療・福祉分

野と食料・農業分野とが連携した取り組みのこと 

地理的表示(GI)保護制度 登録産品 

資料：農林水産省 
注：主な名称、生産地のみ記載 

【福岡】 

【長崎】 

【熊本】 

【大分】 

【宮崎】 

【鹿児島】 

【沖縄】 

【鳥取】 

【島根】 

【岡山】 

【広島】 

【山口】 

【徳島】 

【香川】 

【愛媛】 

【高知】 

【新潟】 

【富山】 

【石川】 

【福井】 

【新潟】 

【岩手】 

【宮城】 

【秋田】 

【山形】 

【福島】 

【北海道】 

【茨城】 

【栃木】 

【東京】 

【東京】 【長野】 

【静岡】 

【岐阜】 

【愛知】 

【三重】 

【イタリア国】 
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⑦主要農産物の動向 

(米) 

外食・中食向けの需要は、主食用米の需要全体の３割を占めており、今後も堅調な需要が期待されて

います。生産者側としては、一般家庭向けの高価格帯中心の米を生産する意向が強い反面、外食・中食事

業者では値頃感のある米を求める声も多くあり、ミスマッチが生じています。 

なお、米の生産コストは、平成２年(１９９０年)産の全国平均は、１９,７０６円/６０Ｋｇでしたが、平成３０

年(２０１８年)産は、１５,３５２円/６０Ｋｇとなっており、生産コスト削減の成果がわかります。また、中～大

規模農業者(１５ｈａ以上層)では、１１,２９４円/６０Ｋｇと、全体と比較して、生産コストが削減されています。 

しかし、平均米価も下落してお

り、近年は生産コストが平均米価

を上回ることが多くなっています。 

農林水産省では、さらなる生産

コスト削減に向けて、直播栽培等

の省力栽培技術や多収品種の導

入に加え、農業競争力強化支援法

*に基づく生産資材価格の引下げ

等による生産資材費の低減、農地

中間管理機構による担い手への

農地の集積・集約化や農地の大区

画化等を推進しています。 

 

(野菜) 

野菜の作付面積は、近年緩や

かに減少しており、平成３０年 

(２０１８年)産は前年産に比べ約

４,０００ｈａ減少の３８８,０００ｈａ

となりました。生産量は、近年は

天候の影響を受けて増減してい

るものの、おおむね横ばいで推移

しており、平成３０年(２０１８年) 

産は長雨や低温等の天候不順の

影響で、前年産に比べ 2.1％減少

の 11,31０,０００t となりました。

食の外部化*が進展する中、加工・

業務用への国産野菜での対応を

一層進める必要が生じています。  

 

* 農業競争力強化支援法：農業者が自らの努力では対応できない「良質かつ低廉な農業資材の供給」と「農産物流通・加工の

合理化」を図るため、農業資材・農産物流通等の事業者の事業再編等を促進するための措置を講ずることなどにより、農業

の競争力強化を図るもの 

* 食の外部化：家庭内の調理や食事が、生活スタイルの変化や女性の社会進出により、家庭外に依存する状況をいう 

資料：農林水産省 

野菜の作付け面積と生産量 

資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」、「食料需給表」 

注：１）作付面積は「野菜生産出荷統計」のうち、ばれいしょを除いたもの 

  ２）生産量は年度の数値。平成３０（２０１８）年度は概算値 

21,600

21,017

17,096

16,660

16,048

15,731
16,099

15,161

14,560

12,826

14,272

16,123

15,320
13,021

12,686

13,881

15,116

15,714

19,706

19,728

17,898

17,205
16,750

16,824

16,412

16,497

16,733

16,59416,001

15,957

15,229

15,416

15,390

14,584

15,147

15,352

12,090

11,295

10,964

10,941

11,503

11,206

11,531

11,080

11,444

11,424

11,558

11,394

10,901

10,977

11,294

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

H2 7 12 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

米の平均価格の推移 生産コスト（全体） 生産コスト(15ha以上層）

（円）
米の６０㎏あたりの平均米価と生産コストの推移 
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(果実) 

果実の産出額は、高単価で取

引される優良品目・品種への転換

が進展したことにより、増加傾向

で推移しており、近年は８,０００

億円を超え、平成３０年（２０１８年）

は、８,４０６億円となりました。 

この要因としては、消費者ニー

ズに対応した高品質な果実（シャ

インマスカット等）の栽培が拡大

するとともに、価格も上昇したこ

と等が寄与しているものと考えら

れます。 

 

(花き) 

近年、作付面積は減少する一方、産出額は横ばいで推移しています。しかし、カーネーションやキク等の

一部の品目では輸入が増加傾向にあります。国産需要を確保していくためには、消費段階における花き

の利用実態を把握し、需要に応じた生産・販売へつなげることが重要となります。このため、国産花きの

温度管理等による鮮度保持の徹底や作業の機械化等による低コスト化、省力化を進め、輸入花きに対す

る品質面・価格面での競争力を高めることが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

資料：農林水産省「生産農業所得統計」、市場統計情報(月報)、特産果樹生産動態等調査 

果実の農業産出額とシャインマスカットの平均価格・作付面積の推移 

花きの産出額・作付面積の推移 

資料：農林水産省「花き生産出荷統計」、「花木等生産状況調査」 

注：その他は、鉢もの類、花壇用苗もの類、球根類、花木類、芝、地被植物類の合計 

切り花の輸入割合の推移 

資料：農林水産省「花き生産出荷統計」、「植物検疫統計」 

カーネーション キク 

平成１４年（２００２年） 平成２４年（２０１２年） 平成１４年（２００２年） 平成２４年（２０１２年） 
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２ 農地利用について 

①農地中間管理機構*の活用等による農地の集積・集約化 

平成２６年（２０１４年)に発足した農地中間管理機構は、地域内に分散・錯綜する農地を借り受け、条件

整備等を行い、再配分して担い手への集約化を実現する農地中間管理事業を行っています。令和５年度

（２０２３年度)までに担い手（認定農業者等)への農地集積率を８割にする国の目標達成のためには、取

り組みを一層加速させていく必要があります。 

今後の課題は、さらなる地域の

話し合いの活性化、事務手続きの

簡素化、農地中間管理機構と地域

とのつながりの強化、広域認定農

業者制度の効果的な運用や新規就

農者等のさらなる確保が必要であ

ることなどがあげられています。 
 

②人・農地プランの実質化 

人・農地プランとは、農業者が話し合いに基づ

き、地域農業における中心経営体、地域における

農業の将来のあり方などを明確化し、市町村によ

り公表するもので、平成２４年（２０１２年)に開始

され、平成３０年度（２０１８年度)末現在、１,５８３

市町村において、１５,４４４の区域で作成されて

いますが、この中には、地域の話し合いに基づく

ものとはいい難いものもありました。 

このため、人・農地プランを真に地域の話し合いに基づくものにする観点から、アンケート調査や話し合い

を通じて地図による現況把握を行った上で、中心経営体への農地の集約化に関する将来方針を作成するこ

とで、人・農地プランの実質化を図ることが求められています。 
 

③農業水利施設の長寿命化 

農業水利施設は、戦後の高度経済成長期に整備されたもの

が多く、老朽化が進行しています。平成３０年度（２０１８年度)

における経年劣化やその他の原因による農業水利施設の漏水

等の突発事故は、ピーク時の平成２８年度(２０１６年度)に比

べ５３４件少ない１,１０９件となりましたが、それ以前と比べる

と依然として高い水準となっています。農業水利施設の機能

を効率的に保全する取り組みとして、施設の長寿命化とライフ

サイクルコスト*の低減を図るストックマネジメント*が進められ

ています。  

 

* 農地中間管理機構：農地中間管理事業法に基づいて都道府県知事が指定する機関のこと 

農地中間管理機構が、出し手（農地所有者）から借り受けた農地を受け手（耕作者）に貸し付け（転貸）を行う 

埼玉県では公益社団法人埼玉県農林公社が指定されている 
* ライフサイクルコスト：製品や構造物などの費用を、調達・製造～使用～廃棄の段階をトータルして考えたものをいう 

* ストックマネジメント：機能診断、劣化予測を経て、適切な対策工法のシナリオを策定し、 ライフサイクルコストの低減効果

が高い保全対策方法の計画を策定する一連の技術体系のこと 

2,642 4,986 5,544 5,927

7,573

11,812
12,860

13,845
14,511 15,023 15,444

21%

36% 38% 39%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

平成24年度

(2012)

平成25年度

(2013)

平成26年度

(2014)

平成27年度

(2015)

平成28年度

(2016)

平成29年度

(2017)

平成30年度

(2018)

農地中間管理機構への貸付希望のある地域

プラン作成済地域数

貸付希望のある地域がプラン作成済地域数に占める割合

(区域）

 
担い手への農地集積率 

資料：農林水産省 
注：１）農地バンク以外によるものを含む。 
  ２）各年度末時点 

人・農地プランの作成状況 

資料：農林水産省（各年度末時点） 

 

機構スタート 

農業水利施設における突発事故の発生状況 

資料：農林水産省 



11 

 

175.4

158.6
150.7 145.1 140.4

67.0

66.8

66.6 66.6

66.8

66.0

66.5

67.0

67.5

68.0

0

50

100

150

200

平成27年

（2015）

平成28年

（2016）

平成29年

（2017）

平成30年

（2018）

令和元年

（2019）

基幹的農業従事者数（万人） 平均年齢（歳）

３ 農業従事者について 

①担い手の育成・確保と人材力の強化 

令和元年度（２０１９年度) の基幹的農業従事者*

は、前年に比べ３.２％減少の１４０.４万人となって

おり、年々減少を続けています。また、平均年齢は、

近年６６歳台で推移しています。 

農業の担い手減少が危惧されるなか、作業ピー

クの異なる産地や業種間等において、各経営体の

繁忙期と閑散期を組み合わせて互いに支援し合う 

取り組みが各地で始まっています。たとえば、山形県金山町で主に夏から秋にかけて野菜を生産してい

る農業法人が、冬は埼玉県深谷市でキャベツやブロッコリー等の露地野菜を生産している農業法人の作

業を受託し、翌年夏には深谷市の農業法人が金山町で作業を受託するといった、季節によって労働力を

融通し合う取り組みなどが行われています。このほか、新たに創設された在留資格において、農業が対象

となり、外国人材の受入れを目的とした取り組みも進められています。 

農業大学校の卒業生が将来の地域農業の中心的な存在となることが期待される中、雇用就農の割合

が、自営就農に比べて大きく伸びています。法人経営体の増加等に伴い農業分野の求人が増加している

ことを背景に、農家出身ではない学生の雇用による就農が進展していることを示唆しています。また、農

業大学校は、農家の子弟が親元就農を前提に学ぶ場から、雇用就農希望者や農家出身ではない者も学

ぶ場へとその役割の幅を広げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②経営所得安定対策・農業保険 

経営所得安定対策として、米、麦、大豆等の重要な農産物を生産する担い手（認定農業者等)に対し、経

営の安定に資するよう、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補正する交付金（ゲタ対策)や農業

収入の減少が経営に及ぼす影響を緩和するための交付金(ナラシ対策)を交付しています。 

平成３０年(２０１８年)４月に改正された農業保険法の下、従来の収量減少への補填に加え、新たな作

目の導入や販路の開拓など農業経営全体を対象とした新たなセーフティネットとして、青色申告を行っ

ている農業者を対象に「収入保険」が導入され、平成３１年(２０１９年)１月から運用を開始しました。米、

畑作物、野菜、果樹、花き、たばこ、茶、しいたけ、はちみつ等、原則として全ての農産物を対象に、自然災

害だけでなく、価格低下など農業経営上のリスクを幅広く補償しています。 

 

* 基幹的農業従事者：自営農業に主として従事した世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者のこと 

資料：農林業センサス、農業構造動態調査 

基幹的農業従事者数と平均年齢 

形態別就農率 出身別就農率 

資料：全国農業大学校協議会の資料を基に農林水産省作成 
注：就農者には、一度、他の仕事に就いた後に就農した者は含まない。 

（万人） （歳） 
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４ 農業及び農地に対する理解の共有・促進について 

① 都市農業の振興 

平成２８年(２０１６年)に策定された都市農業振興基本計画では、「宅地化すべきもの」とされていた都

市農地の位置づけを、都市に「あるべきもの」へと大きく転換しました。さらに、都市農地が有効に活用さ

れ、都市農業の安定的な継続が図られるための措置を講ずるものとして、平成３０年(２０１８年)９月には、

都市農地の貸借の円滑化に関する法律が施行されました。 

生産緑地は、指定から３０年を経過すると市町村に買取り申出ができ、令和４年(２０２２年)には当該

農地の８割（越谷市では約７割）が指定後３０年を迎えます。引き続き農地を保全するため、買取り申出が

可能となる生産緑地を市町村が所有者等の同意を得て特定生産緑地に指定すると、生産緑地と同様の

扱いが１０年間延期される「特定生産緑地制度」が平成３０年(２０１８年)４月に新設されました。 

② 生物多様性 

生物多様性条約第１３回締約国会議（COP１３,平成２８年/２０１６年）本会議では、「とりわけ農林水産

業及び観光業における各種セクターへの生物多様性の保全及び持続可能な利用の組み込み」を主要テー

マとして、生物多様性の主流化*を含む議論がなされました。 

国内では、環境に配慮した農業の取り組みによる生物多様性保全効果を評価する新たな手法*が開発

されたほか、遺伝子組換え農作物に関する取り組みや、有機農業や冬期湛水管理等の生物多様性保全に

効果の高い営農活動等に対する支援が進められています。 

 

③農泊の推進 

全国的に、農山漁村において伝統的な生活体験と人々との交流を楽しむ農山漁村滞在型旅行である

「農泊」が推進され、古民家等を活用した滞在施設や農林漁業体験施設の整備等の支援が進められてい

ます。 

 

④SDGｓへの対応 

持続可能な開発目標(SDGs)は、環境・

社会・経済の３つの側面のバランスがとれ

た社会の実現に向けた１７のゴールと、課

題ごとに設定された１６９のターゲット(達

成基準)からなる世界共通の目標です。 

農業は、食料供給・環境・雇用など多くの

ゴールと関連しています。今後も農業を 

持続的に発展させるためには、地域の環 

境や経済への配慮や貢献が求められてい

ます。  

 

* 生物多様性の主流化：生物多様性の保全と持続可能な利用を、地球規模から身近な市民生活のレベルまで、さまざまな社

会経済活動の中に組み込むこと 

* 新たな評価手法として「鳥類に優しい水田がわかる生物多様性の調査・評価マニュアル」（農研機構,平成３０年/２０１８年）、

「魚が棲みやすい農業水路を目指して～農業水路の魚類調査・評価マニュアル～」（同）などが公開されている 

SDGs のポスター 


